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基本計画策定の趣旨 

 

 

市内事業者の大多数を占めている中小企業、小規模企業及び小企業（以下、「中小企業等」

という。）は地域経済の活性化や雇用創出等の重要な役割を果たしています。しかしながら、

経済のグローバル化、少子高齢化の進行や都市部への人口集中など、地方の事業活動を取り

巻く環境は厳しさを増しており、中小企業等の自主的な努力及び創意工夫だけでは役割を果

たすことが困難となっています。 

こうした環境が大きく変化している中で、本市が持続的に発展していくために、市や大企

業者、商工会議所、商工会及び中小企業団体等、金融機関、市民が一体となって、中小企業

等振興のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に「岩国市中小企業、小規模

企業及び小企業振興基本計画」（以下、「基本計画」という。）を策定します。 

 

 

 

基本計画では、岩国市中小企業、小規模企業及び小企業振興基本条例（以下、「条例」とい

う。）条例第５条第４項の規定により、条例第４条の基本的施策に基づいて策定し、振興に関

する目標や施策を示します。 

また、本市の平成 27年度から８年間の方向を示した第二次岩国市総合計画（以下、「総合

計画」という。）が、本市の最上位計画として位置づけられています。さらに、総合計画と基

本的な方向性が同じである「岩国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総合戦略」

という。）は、「総合計画」の中で、「まち・ひと・しごと」の創生に資する施策を重点的に推

進するための計画として策定されていることから、「総合計画」及び「総合戦略」との整合性

を保ちながら取り組みを推進していきます。 

加えて、中小企業等の振興を推進していくために、特定の分野に限らず「岩国市中山間地

域振興基本計画」「岩国市観光ビジョン」や「岩国市農林業振興基本計画」などの既存の計画

等との関連性を保ちながら推進していきます。 

 

 

 

本計画の期間は、平成 29年度から平成 33年度までの５年間とします。また、社会の情勢

の変化に応じて、適宜必要な見直しを行うものとします。 

 

 

 

 本計画に基づく中小企業等の振興に関する施策の策定にあたり、中小企業者等その他の関

係者に対し、当該施策に関する情報及び意見の交換促進を図るための審議会を開催すること

とし、施策の実施状況については、毎年１回、公表することとします。 

１．計画策定の目的 

２．計画の位置付け 

３．計画の期間 

４．基本計画に基づく施策の策定 
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基本的な方針 

１．現状と課題 

 【人口】 

   本市の人口は、第二次ベビーブーム等により昭和 45年から 55年まで増加した時期が

ありましたが、昭和 55年をピーク（163,692人）に減少を続け平成 27 年１０月現在、

136,757 人となっています。一方、年少人口と生産年齢人口の減少率は総人口の減少率

を大きく上回り、年少人口比率と生産年齢人口比率は、それぞれ昭和 55年 22.3％、66.6％

から平成 27年 12.2％、54.5％（全国平均 12.5％、60.6％）となっています。 

また、社会移動の状況については、男女ともに 0-39歳にかけて、女性は 40歳以上に

おいても転出超過となっています。 

高等学校卒業等をきっかけに転出していると考えられる年齢以上の層の転出超過が多

く、移住定住施策がＵＪＩターンに結びついていない状況が伺えます。こうした課題は、

就業者数の減少に伴う産業活力の低下、労働力の需要と供給のバランスが崩れて恒常的

な労働力不足へつながるおそれがあります。 

■人口推移（岩国市） 

 ■年齢構成比推移（岩国市） 

    

 

資料：総務省「国勢調査」 

資料：総務省「国勢調査」 
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■年齢階級別社会移動の状況（平成 27 年／岩国市） 

 

 

 

 

 【企業数】 

   本市における事業所の総数は、平成 26年７月の国の経済センサス基礎調査において、

6,421社（公務及び一次産業除く。）となっており、そのうち従業員数５名未満の小規模

な事業所数は 3,857社で全体の 60％を占めています。 

同平成 21年７月１日調査と比べると事業所数は 6,680社（公務及び一次産業除く。）

で、259 社の減少となっています。そのうち、従業員規模別の事業所数を見ると、従業

員数１～４人が 261社、同５～９人が 43社の減少、同 20人以上の事業所数は増加とな

っており、従業員数の少ない中小企業者、とりわけ常時使用する従業員数が少ない小規

模企業者が弱体化しつつあると考えられます。 

本市の事業所数業種別の構成は、卸売・小売業が最も高く（Ｈ26センサス 24.4％）、

ついで建設業（同 12.5％）、宿泊業・飲食サービス業（同 12.1％）となっています。そ

の中で、医療・福祉の分野（同 9.0％）が事業所数、構成比とも増加傾向にあります。 

民営、非一次産業の企業数、産業分類別の事業所数及び構成比は以下のとおりです。 
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資料：年住民基本台帳人口移動報告 
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■市内産業構造（事業所数）の推移 

 

 

 

■岩国市内企業数の推移（民営、非一次産業） 

 

 

 

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

6,708 6,140 6,448

一次産業 28 0.4% 26 0.4% 27 0.4%

農林・漁業 28 0.4% 26 0.4% 27 0.4%

二次産業 1,280 19.1% 1,158 18.9% 1,196 18.2%

鉱業・採石業・砂利採取業 3 0.0% 4 0.1% 2 0.0%

建設業 883 13.2% 796 13.0% 818 12.5%

製造業 389 5.8% 353 5.7% 362 5.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 5 0.1% 5 0.1% 14 0.2%

5,400 80.5% 4,956 80.7% 5,225 81.3%

情報通信業 45 0.7% 38 0.6% 37 0.6%

運輸業・郵便業 154 2.3% 148 2.4% 145 2.2%

卸売・小売業 1,859 27.7% 1,623 26.4% 1,600 24.4%

金融業・保険業 119 1.8% 124 2.0% 104 1.6%

不動産業・物品賃貸業 291 4.3% 266 4.3% 290 4.4%

学術研究・専門・技術サービス業 227 3.4% 207 3.4% 217 3.3%

宿泊業・飲食サービス業 873 13.0% 762 12.4% 790 12.1%

生活関連サービス業・娯楽業 635 9.5% 591 9.6% 590 9.0%

教育・学習支援業 158 2.4% 152 2.5% 245 3.7%

医療・福祉 429 6.4% 463 7.5% 590 9.0%

複合サービス業 69 1.0% 50 0.8% 70 1.1%

サービス業（他に分類されないもの） 541 8.1% 532 8.7% 547 8.3%

Ｈ24 Ｈ26
業　　種

全体（公務除く)

三次産業（公務除く）

Ｈ21

資料：平成 21、24、26 年経済センサス 

資料：平成 21、24、26 年経済センサス 
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【従業員数】 

本市における従業員数は、平成 26 年７月の国の経済センサス基礎調査において、

56,039 名（公務及び一次産業除く。）となっており、そのうち従業員数５名未満の小規

模な事業所数は構成比が 60％程度を占めるものの、その従業員は、7,983 名で全体の

14.2％にとどまっています。事業所の従業員規模における従業員数の分布は、大きな偏

りがなく、どの規模においても 10％から 18％の構成比になっています。 

同平成 21年７月１日調査と比べると、従業員数は 54,249名で 1,790名の増加となっ

ており、増減について特に建設業、卸売・小売業の減少（それぞれ▲1,216名、▲1,564

名）と、学習支援業、医療・福祉の増加（それぞれ 1,480名、3,218名）が顕著です。 

■市内産業構造（従業員数）の推移 

 

 

■市内従業員規模別の事業所数と従業員数 

 

従業員数 構成比 従業員数 構成比 従業員数 構成比

54,683 51,774 56,350

一次産業 434 0.8% 398 0.8% 311 0.5%

農林・漁業 434 0.8% 398 0.8% 311 0.5%

二次産業 15,346 28.0% 14,243 27.5% 14,720 24.6%

鉱業・採石業・砂利採取業 9 0.0% 17 0.0% 4 0.0%

建設業 6,611 12.1% 5,579 10.8% 5,395 9.0%

製造業 8,553 15.6% 8,476 16.4% 9,003 15.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 173 0.3% 171 0.3% 318 0.5%

38,903 71.1% 37,133 71.7% 41,319 74.9%

情報通信業 290 0.5% 221 0.4% 234 0.4%

運輸業・郵便業 3,185 5.8% 2,922 5.6% 3,222 5.4%

卸売・小売業 11,850 21.7% 10,330 20.0% 10,286 17.2%

金融業・保険業 1,153 2.1% 1,155 2.2% 918 1.5%

不動産業・物品賃貸業 758 1.4% 750 1.4% 866 1.4%

学術研究・専門・技術サービス業 1,175 2.1% 1,067 2.1% 1,182 2.0%

宿泊業・飲食サービス業 4,926 9.0% 4,794 9.3% 5,203 8.7%

生活関連サービス業・娯楽業 2,550 4.7% 2,330 4.5% 2,379 4.0%

教育・学習支援業 1,051 1.9% 901 1.7% 2,531 4.2%

医療・福祉 6,973 12.7% 8,101 15.6% 10,191 17.0%

複合サービス業 809 1.5% 458 0.9% 648 1.1%

サービス業（他に分類されないもの） 4,183 7.6% 4,104 7.9% 3,659 6.1%

全体（公務除く)

三次産業（公務除く）

業　　種
Ｈ21 Ｈ24 Ｈ26

構成比 構成比
1～4人 3,857 60.1% 7,983 14.2%
5～9人 1,211 18.9% 7,969 14.2%
10～19人 738 11.5% 9,951 17.8%
20～29人 254 4.0% 6,042 10.8%
30～49人 168 2.6% 6,295 11.2%
50～99人 116 1.8% 7,837 14.0%
100人以上 49 0.8% 9,962 17.8%
出向・派遣従業者のみ 28 0.4% 0 0.0%

合計 6421 56039

従業員規模 事業所数 従業員数

資料：平成 26 年経済センサス 

資料：平成 21、24、26 年経済センサス 
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■岩国市内従業員数の推移（民営、非一次産業） 

 

  

【卸売業・小売業の年間商品販売額】 

 平成 26年の岩国市の卸売業・小売業の年間商品販売額は、23百億円となっています。

山口県内シェアは 8.3％となっており、8％前後で推移しています。 

■岩国市内中小企業 卸売業・小売業の年間商品販売額の推移（平成 16～26 年） 

 

 

 

【製造品出荷額】 

 平成 26 年の岩国市の製造品出荷額は、31 百億円となっています。山口県内シェアは

4.9％となっており、ここ数年の平均は 4.8％となっています。リーマンショックが発生

した平成 20年９月以降減少が見られましたが、その後徐々に回復し、平成 23年をピー

クに下がり始め、平成 24年 11月に景気の底となりました。その後は回復基調となって

います。 

資料：平成 21、24、26 年経済センサス 
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資料：商業統計調査 
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■岩国市内中小企業 製造業の年間製造品出荷額の推移（平成 16～26 年） 

 

 

【中小企業の景況感と経営上の課題】 

岩国市内中小企業経営動向調査の本市における景況感（※ＤＩ値）をみると、平成 20

年のリーマンショックから回復基調であり、最近では建設、製造業でプラスに転じるな

ど、緩やかではあるが景気が上向いていると思われます。しかしながら、「経営上の課題」

の上位回答は、「需要停滞」から「人材確保・育成」に移り、人手不足・人材不足、それ

らを原因とする人件諸費の上昇による収益の圧迫が深刻な問題となってきています。 

 

■岩国市内中小企業 売り上げＤＩ値推移（平成 21～28 年） 

 資料：岩国商工会議所「岩国市内中小企業景気動向調査」 

熊本地震 消費税
8％ 

東日本 
大震災 

資料：工業統計調査 
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※「ＤＩ」とは…ディフュージョンインデックス（Diffusion Index）の略で、調査の回答において、「増加・好転」したとする

企業割合から、「減少・悪化」したとする企業割合を差し引いたものである。（企業経営者の景況「感」を測るもので、

景気動向指数のひとつ） 

 

 【設備投資の動向】 

   岩国市内中小企業経営動向調査の本市における設備投資の動向をみると、平成 28 年

（１月から 12月）の実施企業割合は平均 17.7％（全産業）となっており、平成 23年の

11.3％から毎年僅かではあるものの上昇が続いています。愛宕山運動施設整備や米軍基

地内整備、岩国駅橋上化工事等の大規模工事が終了後もこの基調が継続するか不透明と

なっています。 

 

 ■岩国市内中小企業設備投資実施企業割合（平成 21～28 年） 

 

 

【市内総生産】 

平成 26年度市町民経済計算をみると、岩国市における市内総生産額は、5,093億 9,800

万円と前年比で 0.66％増加し、近年は増加傾向にあります。産業別構成比は、第一次産

業が 0.5％、第二次産業が 35.1％、第三次産業が 63.3％となっており、第三次産業の占

める割合が高い産業構造となっています。 

また、産業分類の構成比は、製造業が 24.3％で最も割合が高く、主要な産業となって

います。次いでサービス業（18.0％）、不動産業（11.5％）、建設業（11.2％）の順と

なっています。市内の大規模工事による影響のためか、近年は建設業の割合が上昇して

いるのが特徴です。 

 

資料：岩国商工会議所「岩国市内中小企業景気動向調査」 
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■市内総生産額（名目）と産業別構成比（平成 16～26 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■岩国市内総生産構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民所得】 

   平成 26年度の一人当たり市民所得は、2,790千円となっており前年度比で 90千円増

加しました。県平均を 100 とした場合の岩国市の指数は、89.3％となっており、直近

10ヵ年平均では、93％となっています。 

資料：山口県「平成 26 年度県民経済計算」 

資料：山口県「平成 26 年度市町民経済計算」 
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■市民所得の推移（平成 16～26年） 

 

 

 

【地域商店街の活性化】 

   市内の三次産業（商業・サービス業等）が集積する商店街では、郊外型の大型商店施

設の進出や後継者不足等により空き店舗や空き地が目立つようになっており、商店街を

中心とする中心的市街地は空洞化が進んできます。近年では、情報技術の進展により※

ＥＣ市場が拡大しており、商店街の業況はますます厳しさを増しています。 

当市においては、人口減少により地域内市場の縮小が進んでおり、市民の地域商店の

利用や空き店舗の活用による地域内の経済循環の創出が求められています。 

  ※ＥＣ市場とは、電子商取引で行われる市場のこと。 

 

■岩国市内商店街の空き店舗状況（平成 19～28年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：山口県「平成 26 年度県民経済計算」 

資料：岩国市商店街空き店舗調査 

まちなか商店リニュ

ーアル事業、空き店舗

家賃補助事業開始 
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【有効求人倍率】 

  岩国地域の雇用情勢につきましては、全国、県内平均と比べ高い倍率で推移してきまし

たが、国内求人倍率の上昇基調により国、県、岩国管内（岩国市、和木町）がほぼ同率の

求人倍率となっています。 

直近１年間の推移を見ますと、平成 29年３月現在のハローワーク岩国管内の有効求人倍

率は 1.42倍となり、国と比較して 0.03ポイント、県と比較して 0.02ポイント下回ってい

るものの、引き続き高い水準で推移しています。 

 

■岩国管内有効求人倍率（平成 24～28年） 

 

■岩国管内有効求人倍率（直近の動向） 
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【中小企業振興に関連する計画等】 

   本市の中小企業振興に関連する上位計画・関連計画について整理します。 

 

  ①第二次岩国市総合計画（平成 27年～34年度） 

    第二次の総合計画には、少子高齢化、人口減少においても、本市の様々な資源・人・

まちがつながっていく「交流」を通じて、子供から高齢者まで誰もが未来に向けて「笑

顔」で暮らせる「活力」に満ちたまちを市民みんなでつくっていくという願いを込め

ています。また、６つの基本目標の１つとして「空港を軸とした活力ある産業と観光

のまち」を設定し、以下の６つの施策目標を設定しています。 

    １ 市内各地がつながり、多くの観光客でにぎわっている 

    ２ 地場産業に活力があり、雇用が拡大している 

    ３ 魅力的でにぎわいあふれた中心市街地となっている 

    ４ 空港・港湾が盛んに活用されている 

    ５ 農林水産の経営が安定し、担い手が増えている 

    ６ 岩国の魅力が広く知られ、岩国ファンが増えている 

 

  ②岩国市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 27年～平成 31年度） 

    まち・ひと・しごと創生法に基づき、「岩国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

策定しました。岩国市が人口減少の抑制と地域活力の向上に向け、「岩国市人口ビジョ

ン」を踏まえ目標や施策の基本的方向、具体的な施策を示すため定めました。 

    戦略には「未来へつながる交流都市岩国」の基本理念のもと、４つの基本目標を掲

げており、中小企業等振興はそれらの目標達成に共通する重要な要素となっています。 

 

  ③岩国市中山間地域振興基本計画（平成 27年～平成 34年度） 

    基本目標を「安心・安全に暮らし続けられる中山間地域の実現」とし、基本目標の

下に、次の３つの施策の柱を設定し、安心・安全に暮らし続けられる中山間地域の実

現を目指します。 

    １ 安心・安全で暮らしやすい生活環境の整備 

    ２ 持続可能な地域社会の形成 

３ 地域資源を活かした多様な産業の振興 

 

  ④岩国市農林業振興基本計画（平成 27年～平成 30年度） 

    岩国市の農林業を取り巻く状況の変化に対応するため、担い手を育て、地域資源を

生かし、農林産物の生産性を高め、農林業を取り巻く環境が保全整備され、いつまで

も継続できる活力に溢れた中山間地域となるよう策定されたものです。 

    「農林業を支える担い手づくり」、「所得につながる農林産物づくり」、「農山村の安

心・安全な環境づくり」、「活力あふれる中山間地域づくり」のテーマを掲げ振興目標

や基本方針を定めています。 
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  ⑤岩国市中心市街地活性化基本計画（平成 26年 11月～平成 32年 3月） 

    本市では平成 26年 11月より、市街地活性化基本計画のもと基本テーマ「県東部の

中核都市にふさわしい『多くの人が集まり、楽しく暮らせるにぎわいのあるまちづく

り』」実現のもと、以下３つの基本方針に基づき取り組みを進めています。 

    １ 公共交通機関等が安全で利用しやすいまちづくり 

    ２ 活力と魅力あふれるまちづくり 

    ３ みんなに優しく、にぎやかで楽しく歩き回れるまちづくり 

 

  ⑥岩国ブランド推進基本方針（平成 29年～平成 31年度） 

    「第二次岩国市総合計画」や「岩国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、若

い世代に選ばれるまちづくりの一環として「シティプロモーション・地域ブランド化」

を推進していくこととしています。 

    これらの計画に基づき、本市における特産品の地域ブランド化を推進するため、現

状と課題、目指す方向性を整理し、戦略的かつ具体的な取り組みを行うための指針と

して策定しました。 

  

⑦岩国市観光ビジョン（平成 27年～平成 34年度） 

    岩国市における観光の目指すべき方向性を定め、多様なニーズに対応する新たな観

光振興の推進を図るため、観光の担い手となる全ての共通のビジョンとして策定しま

した。 

「未来への創造」をキャッチフレーズとして“みがく”“いかす”“つなぐ”をキー

ワードに、以下の３つの方向性と取り組みを示しています。 

    １ 錦帯橋周辺などの顕在資源を新たな発想で“みがく” 

    ２ 市域の潜在資源を新たな活用で“いかす” 

    ３ 一体的な観光資源に向けた新たな絆で“つなぐ” 
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２．目指す方向 

   本市では、中小企業を取り巻く現状として、人口、企業数、従業員数、中小企業の景

況感と経営上の課題を分析してきました。これらに、上位計画、関連計画等で示されて

いる基本施策を条例に示す以下５つの基本方針に基づき推し進めていきます。 

(１) 中小企業者等の創意工夫及び自主的な努力が尊重されていること。 

(２) 本市の地域特性を踏まえ、地域資源の活用が図られること。 

(３) 国、県と連携が図られること。 

(４) 金融機関、税理士、中小企業診断士等の専門支援機関、学術研究機関その 

他ＮＰＯ等と連携が図られていること。 

(５) 市、中小企業者等、商工会議所、商工会及び中小企業団体等、大企業者、 

商店街振興組合等及び市民の協働が図られること。 

 

   当基本計画の目指す方向は「中小企業等の経営基盤の強化と健全な発展」により地

域経済及び地域社会の持続的な発展並びに市民生活の向上を図ることとし、以下基本的

な施策を実行していきます。 

 

３．基本的な施策 

   条例第４条により、条例の目的を達成するため、条例第３条の基本方針に基づいた以

下①から⑫の「基本的施策」を実施します。 

   また、併せて、各基本的施策に応じた本市が取り組んでいる中小企業向けの事業や「岩

国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の体系施策とその効果を客観的に検証できる指

標（ＫＰＩ）を明示します。 

 

 ①中小企業者等の経営の革新及び創業の促進 

  【説明】経営の革新については、経済的環境の変化に対応して、中小企業者自らヒ

ト・モノ・カネの経営資源を活用し、製品やサービスの高品質化を図り、

新たな事業活動を行うことができるよう支援していきます。 

      創業の促進については、創業希望者が円滑に創業することができるよう積

極的な施策の展開を行うとともに、創業間もない新規創業者に対しても経

営の安定が図られるよう支援していくことも重要であると考えます。 

 

   ○本市の取り組み 

・よろず支援拠点相談事業支援    ・産業競争力強化法に基づく創業支援 

 ・岩国市制度融資（創業支援資金）  ・創業支援補助金 

 ・岩国市中小企業相談所補助金    ・創業応援交流セミナーの開催 

 ・中心市街地活性化対策事業（起業家スター誕生支援事業、空き店舗活用奨励 

事業（家賃補助）、まちなか商店リニューアル助成事業） 
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   2-2-1（起業の促進）創業に関する相談や創業時に必要な経費などの支援を行う 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

支援制度を受けて創業した数 12件 10件 

   

 

 

②中小企業者等の経営基盤の強化に関する施策 

  【説明】商工団体や金融機関等と連携を図りながら、経営基盤強化のための資金・

設備・技術・人材・情報等の経営資源の確保や充実を図るための施策の実

施、経営相談・指導体制の充実により支援していきます。また、事業の承

継についても相談対応やスムーズな事業の引継ぎができるような支援体制

を整えていきます。 

 

   ○本市の取り組み 

    ・岩国市制度融資（中小企業振興融資ほか） ・よろず支援拠点相談事業支援 

    ・岩国市制度融資保証料補給及び補填補助金 ・地元企業訪問事業 

    ・事業所設置奨励金         ・中小企業販路拡大支援事業補助金 

    ・岩国市中小企業相談所補助金    ・平成商人塾（あきんどじゅく）     

 

   2-3-1（経営基盤の強化）企業訪問や市融資制度を実施し、経営基盤強化を図る 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

岩国市制度融資件数 235件 200件 

 

 

③中小企業者等の資金調達の円滑化に関する施策 

【説明】中小企業の経営は、必要な資金が円滑に調達され循環することで安定性を

増します。市内金融機関等と連携して資金調達がスムーズに行えるよう支

援します。 

また、時代の要請に応じた仕組みや資金調達手法などの情報提供も行って

いきます。 

 

  ○本市の取り組み 

    ・岩国市制度融資（中小企業振興融資ほか）  

    ・岩国市制度融資保証料補給及び補填補助金 

    ・特定創業支援事業証明発行 

 

   2-3-1（経営基盤の強化）企業訪問や市融資制度を実施し、経営基盤強化を図る 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

岩国市制度融資件数〔再掲〕 235件 200件 
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④中小企業者等の人材の確保及び育成に関する施策 

【説明】中小企業者において人材は重要な経営資源であることから、技術を有する

人材の確保や従業員の技術継承に向けた活動に対して、関係機関と連携し

て支援していきます。 

 

  ○本市の取り組み 

    ・雇用奨励金       ・地域若者サポートステーション事業費補助金 

・若者就職支援事業            ・新規市内就職者激励会事業 

・岩国市内企業優良従業員表彰負担金    ・平成商人塾（あきんどじゅく） 

      ・岩国市中小企業退職金共済掛金補助金      

   

 

   2-2-2（就業支援）「企業合同就職フェア」「地域若者サポートステーション」への

支援や市外進学者などへの就職情報の提供を行う 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

企業合同就職フェアの参加者数 0人（岩国会場

開催なし） 

50人 

 

 

 

⑤中小企業者等の連携促進に関する施策 

  【説明】中小企業者等が企業者同士で連携することで、一層付加価値の高いビジネ

スチャンスを創出する可能性があります。経営資源の限られた中小企業者

等にとって、「連携」は一つの選択肢です。色々な形の連携が経営資源の確

保や技術的課題の解決・事業化につながるよう、連携活動などへの支援や

情報提供を図ります。 

 

  ○本市の取り組み 

    ・山口県中小企業団体中央会組織活動負担金 

     

 

 

⑥商店街の振興に関する施策 

  【説明】商店街は、地域コミュニティの核として重要な役割を果たしている一方、

郊外型大規模小売店舗の進出、後継者不足等による空き店舗の増加、店舗

の老朽化などで集客力が低下しています。このような状況を改善するため

に魅力ある商店街づくりを支援します。 
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○本市の取り組み 

    ・中心市街地活性化対策事業（まちなか商店リニューアル助成事業、空き店舗 

活用奨励事業（家賃補助）、隠れ家探訪事業） 

    ・岩国市商工連盟連合会補助金        ・商工会補助金 

    ・商工振興行事補助金 

 

  2-3-2（商店街の活性化） 

商店街の活性化に向けた、空き店舗調査などを行い魅力ある商店街づく

りへの支援を行う 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

空き店舗率 12.8％ 9.0％ 

 

 

 

⑦観光事業の育成及び観光需要の創出並びに市内消費の拡大に関する施策 

  【説明】観光業と連携し消費拡大を図るため、観光に関係する中小企業者への支援

を拡大するとともに、ＪＲとの連携やクルーズ客船の誘致、岩国錦帯橋空

港の利用促進など陸海空の交通網を最大限に活かし、交流人口を増やすこ

とにより、観光需要の創出並びに市内消費の拡大を目指します。また、需

要に対する地元業界の利用率を高めるため、商工会議所をはじめ関係各団

体と連携して市内消費拡大に向けたＰＲやキャンペーンを推し進めます。 

 

○本市の取り組み 

    ・バイいわくにキャンペーン推進協議会負担金 

  ・観光宣伝事業費補助金 

  ・岩国観光プロモーション戦略協議会補助金 

 

  1-2-1（空港の利用促進） 

岩国錦帯橋空港の利活用の広報・宣伝活動を実施するとともに、利便性

の向上に取り組み地域経済の活性化を図る 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

搭乗者数 451,207人 400,000人 

 

  1-1-1（観光交流人口の拡大） 

観光推進体制を構築するとともに、観光ルート構築や観光イベントの実

施、錦帯橋の世界文化遺産登録への推進、知名度の向上により観光客の増

加を図る 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

観光宿泊者数 226,410人 231,000人 
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⑧地域資源の利活用による産業の発展及び創出に関する施策 

  【説明】岩国錦帯橋空港や岩国港、高速自動車道ＩＣ、新幹線停車駅などの交通イ

ンフラが整っており、錦帯橋に代表される観光資源、農林水産物を活用し

た新たな商品づくり、米海兵隊岩国航空基地との国際的な交流を通じて産

業の発展及び創出が図られるよう支援します。 

  

○本市の取り組み 

    ・山口県物産協会負担金   ・岩国ブランド推進協議会事業 

    ・商工会補助金 

 

  1-3-2（地域ブランド化の推進） 

岩国ブランド推進基本方針に基づき、本市特産品のブランド力を高め、地

域ブランド化を推進するとともに、地域ブランド情報を発信し、地域経済

の活性化を推進します 

ＫＰＩ 現状値(H28) 目標値(H31) 

産品購入意欲度 

（地域ブランド調査） 
3.9 5.5 

      ※株式会社地域ブランド総合研究所調べ 

 

 

⑨農林漁業その他産業との連携促進に関する施策 

  【説明】岩国市農林業振興基本計画・岩国市水産業振興基本計画に基づき、農林水

産業担当部署と協力し、農林漁業の生産者自らが行う加工・販売などへの

支援や、商工業者とのマッチング等を行うことにより農商工連携を進め、

所得向上や製品の高付加価値化を促すための取り組みを推進します。 

 

○本市の取り組み 

    ・六次産業化法及び農商工等連携促進法による認定支援 

    ・商工会補助金 

 

    ※該当ＫＰＩなし 

 

 

 

⑩その他関係機関との連携促進に関する施策 

  【説明】企業者同士の連携にとどまらず、教育機関との連携や広島広域都市圏協議

会を通じた広域都市圏内の連携をはじめ、様々な連携が新しい発想や企画

を生み出すきっかけとなります。また学生との連携は地域に愛着を持ち、

定着の促進につながることから重要な施策として位置付けられます。 
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○本市の取り組み 

    ・広島広域都市圏産業振興研究会への参画 

    ・若者就職支援事業（市と学校との地元企業仕事説明） 

 

※該当ＫＰＩなし 

 

 

⑪中小企業者等がその事業基盤を市内に維持しつつ行う国内外における事業展開への

支援に関する施策 

  【説明】新たな需要を求め国内外市場へ事業展開を望む素晴らしい技術を持った企

業に対し、それらをアピールするための事業活動に対し支援していきます。 

  

○本市の取り組み 

    ・中小企業販路拡大支援事業補助金   ・山口県物産協会負担金 

    ・山口県日中経済交流促進協会負担金 

 

※該当ＫＰＩなし 

 

 

⑫専門事業者の育成に関する施策 

  【説明】特殊な知識や経験が必要な業界において、人材育成は非常に重要な振興施

策になります。専門的な技術、技能の継承と後継者の育成を図るため、専

門性のある学校との連携や中小企業等が行う技術、技能の継承に関する活

動を支援していき、専門の職人が定着するよう必要な対策を行います。 

 

 ○本市の取り組み 

    ・大工技術研修会 

     

    ※該当ＫＰＩなし 

 

 

４．基本的施策に基づいた推進施策の実施内容 

   基本的施策に基づいた推進施策ごとの実施内容が明確に分かるよう、リストを作成し

明示します。 （別紙） 

 

 


